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説明する内容

① 時間外労働の上限規制について

② ３６協定について

③ 医師の研鑽の取り扱いについて



時間外労働の上限は、原則として月45時間、年360時間（限度時間）とされ、臨時的な
特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均
80時間以内（休日労働含む）とされた。
※限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年6か月が限度
※建設事業、自動者運転の業務、医師については令和６年3月31日まで適用猶予あり。

時間外労働の上限規制の概要



特 定 医 師 の 範 囲

• 医師の時間外労働の上限規制は、特定医師に適用される。

• 特定医師とは、病院もしくは診療所で勤務する医師（医療を受けるものに対する診療を直接の目的とする業務
を行わない者を除く。）または介護老人保健施設もしくは介護医療院において勤務する医師を指す。

労 働 者

・歯科医師
・獣医師

平成 3 1年４月（大企業）／令和２年４月（中小企業）
一般労働者の時間外労働の上限規制が適用済み
⇒年 7 2 0時間、単月 1 0 0時間未満、複数月平均 8 0時間以内

「医業に従事する医師」
（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院の裁量労働制適用医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医
・診療も行っている産業医

令和６年４月
一般労働者の時間外労働の上限規制が適用
⇒年 7 2 0時間、単月 1 0 0時間未満、
複数月平均 8 0時間以内 など

令和６年４月
医師の時間外労働の上限規制が適用



医 師 の 時 間 外 労 働 の 上 限 規 制 （ 概 要 ）

医療機関に適用される水準 特別延長時間の上限
（事業場単位の上限）

時間外・休日労働時間の上限
（個人単位の上限）

原 則 Ａ水準 月100時間未満／年960時間 月100時間未満／年960時間

特例水準

⇒対象者の名簿
を作成

連携Ｂ水準
（医師派遣を行う病院）

⇒自院での時間外・休日労働は年
960時間であるが、副業・兼業を
した場合、年1,860時間まで時間
外・休日労働させることができる

月100時間未満／年960時間 月100時間未満／年1,860時間

Ｂ水準
（救急医療等）

月100時間未満／年1,860時間 月100時間未満／年1,860時間

Ｃ水準
（臨床・専門研修）
（高度医療の修得研修）

月100時間未満／年1,860時間 月100時間未満／年1,860時間

※月100時間未満の上限については、面接指導による例外あり

• 時間外労働の上限規制には、36協定を締結する際の上限（事業場単位の上限）である「特別延長時間の上限」
と、特定医師個人に対する上限である「時間外・休日労働時間の上限」という２種類の上限がある。

• 医師の時間外労働の上限規制には、原則のＡ水準と、適用にあたり都道府県知事の指定が必要な特例水準がある。



説明する内容

① 時間外労働の上限規制について

② ３６協定について

③ 医師の研鑽の取り扱いについて



36協定締結にあたっての総論

●特定医師に関する36協定の届出には、

様式第９号の４（特別条項なし）又は第９号の５（特別条項あり）を用いる。

●締結にあたっては、まずは、限度時間（１か月45時間、１年360時間）の範囲内で延長時間を定め、

臨時的な特別な事情がある場合には、特別条項を定めて、特別延長時間を定める。

（臨時的な特別な事情がある場合（事由）の記載例）

Ａ水準 患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など

Ｂ水準 救急患者や重症患者に対する診療、検査、診断、処置、手術への対応 など
※地域医療の確保のためにやむを得ず長時間労働になる事由を記載

連携Ｂ水準 患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など
※派遣されるまで派遣元で従事している医師業務との関係で臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わせる事由を記載

Ｃ水準 ○○臨床研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応
○○専門研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応 など
※各医師の技能研修計画について、時間外労働を行わせる必要のある事由を記載

36協定の締結・届出



（36協定において締結すべき項目）

●特定医師に関する36協定については、以下について定めなければならない。

時間外・休日労働をさせることができる場合

時間外・休日労働をさせることができる労働者の範囲

対象期間（１年間） １年の起算日 有効期間

対象期間における

✔１日 ✔１か月※ ✔１年※

について労働時間を延長して労働させることができる時間又は労働させることができる休日

※原則となる時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）の範囲で協定します。

一般条項の協定項目

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）時間外・休日労働は、

✓ １か月：水準問わず100時間未満※

✓ １年 ：Ａ水準 960時間以内／連携Ｂ水準、Ｂ水準、Ｃ水準 1,860時間以内

を満たすこと。

※１か月について時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる医師について、面接指導を実施等する場合は、１か月の時間外・休日労働が100時間以
上となっても差し支えない。

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）１か月の時間外・休日労働の合計が100時間以上となる場合の措置※

✓ １か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の健康確
保のために必要な措置を講ずること

✓ １か月の時間外・休日労働の合計が155時間を超えた場合、労働時間短縮のための具体的措置を行うこと

※１か月の時間外・休日労働の合計が、100時間以上、155時間超となることが見込まれない場合には、36協定に本措置に関する定めをする必要はありません。

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

36協定の締結事項



●臨時的な特別の事情があるため、時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）を超えて

時間外・休日労働を行わせる必要がある場合には、特別条項として、さらに以下について協定する。

限度時間を超えて労働させることができる場合

限度時間を超えた労働に係る割増賃金率

自院で臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における

✓ １か月の時間外・休日労働の合計時間数※１

✓ １年の時間外・休日労働の合計時間数※２

※１ 水準問わず、１か月100時間未満の範囲で定めてください。

ただし、36協定に、「１か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の

健康確保のために必要な措置を講ずること」を定めた場合、この限りではありません。

※２ Ａ、連携Ｂ水準 960時間以内／Ｂ、Ｃ水準 1,860時間以内の範囲で定めてください。

連携Ｂ、Ｂ、Ｃ水準の医師について、以下の措置を行うこと

✓ １年間の時間外・休日労働の合計時間数が960時間を超えることが見込まれる者に対する勤務間インターバルの確保等によ
る休息時間の確保

限度時間を超えて労働させる場合における手続き

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

特別条項の協定項目

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康および福祉を確保するための措置

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

36協定の締結事項



１枚目・各水準共通



３６協定届上では「医業に従事する医師」とは「特定医師」のこと
を指しています。



１枚目・各水準共通



２枚目・各水準共通



２枚目・Ａ水準



２枚目・Ｂ水準



２枚目・連携Ｂ水準



２枚目・Ｃ水準



３枚目・各水準共通



３枚目・Ａ水準



３枚目・特例水準



特例水準の36協定の締結にあたっての留意点



※ ３６協定は、３６協定届を所轄労働基準監督署に届出

することで有効なものとなりますので、届出を行う時間

を考慮して手続きを行うようにしてください。



説明する内容

① 時間外労働の上限規制について

② ３６協定について

③ 医師の研鑽の取り扱いについて



医師の研鑽に係る労働時間については、以下の通達で考え方が示されています。

令和元年７月１日付け基発0701第９号

「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」

① 所定労働時間内に院内等において行う研鑽は労働時間となる。

② 所定労働時間外に、診療等の本来業務と直接関連性がなく、

かつ、上司の指示によらずに行われる研鑽は労働時間に該当し

ない。

※そのほか、以下の通達も参照してください。

令和元年７月１日付け基監発0701第１号（改正：令和６年１月15日付け基監発0115第２号）

「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方についての

運用に当たっての留意事項について」



〇 一般診療における新たな知識、技能の習得のための学習
（例）新しい治療法や新薬についての勉強

業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・
黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しな
い。

〇 博士の学位を取得するための研究及び論文作成や、専門医を取得するための症例研究や論文作成
（例）学会や学部の勉強会への参加・発表準備

上司や先輩である医師から論文作成等を推奨されている等の事情があっても、業務上必須ではない行
為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う
時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しない。

〇 手技を向上させるための手術の見学
（例）症例経験を蓄積するなどのために、所定労働時間外に見学

上司等から奨励されている場合でも、業務上必須ではない見学を、自由な意思に基づき、所定労働時
間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う場合、当該見学やそのための待機時間に
ついては、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しない。

② 所定労働時間外に、診療等の本来業務と直接関連性がなく、

かつ、上司の指示によらずに行われる研鑽は労働時間に該当し

ない。



各事業場における研鑽の労働時間該当性を明確化するための手続
き及びその適切な運用を確保するための環境の整備に取り組んでく
ださい。

（１）医師の研鑽の労働時間該当性を明確化するための手続き
医師の研鑽については、業務との関連性、制裁等の不利益の有無、上司の指示の範囲を明確化

する手続きを講じること。
例えば、医師が労働に該当しない研鑽を行う場合には、医師自らがその旨を上司に申し出るこ

ととし、当該申し出を受けた上司は、当該申出をした医師との間において、当該申出のあった研
鑽に関し、本来業務及び本来業務に不可欠な準備・後処理のいずれにも該当しないことについて
確認を行うこと、など

（２）医師の研鑽の労働時間該当性を明確化するための環境の整備
上記（１）の手続きについて、その適切な運用を確保するため、労働に該当しない研鑽を行う

ために在院する医師については、権利として労働から離れることを保障されている必要があると
ころ、診療体制には含めず、突発的な必要性が生じた場合を除き、診療等の通常業務への従事を
指示しないこと、など。



ご視聴ありがとうございました。


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27

